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1 .はじめに

2014年5月， 100名近い著名な教育学研究者がOECD生徒の学習到達度調査

(Programme for International Student Assessment, PISA）の中止を求め

る公開書簡を経済協力開発機構（Organizationfor Economic Co-operation 

and Development. OECD）に送った(l)。その内容は， PISAは教育政策を近

視眼的にし，世界中の教育にネガテイプな影響を与えている，と懸念したも

のだった。 PISAの責任者はこれに対し， PISAが教育政策を近視眼的にした

と示唆するものは何もないしむしろ国際比較によって幅広い政策手段を聞

いていると反論したへ教育学者や教育現場の懸念とOECDの自負との祖語

は研究成果の二次利用が及ぽす影響に誰が責任を持つべきかという聞いを投

itかけている。

昨今では，教育分野における国境を越えたコンサルティング市場が勃興し，

教育政策が売買されるようになっている（Sp由lg2010）。標準化されたアセ

スメントの分析によって成績向上策の費用効果が比較・分析できるようにな

り（Le吋net al. 2000），もはや点数は「買えるj時代を迎えている（針。教員

の配置，学校の自律性の度合い，授業や学習の方法といったマネジメントの

方針は，アセスメントの点数を向上させるために動員されエピデンスに基
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づく政策として断片的に学校に降り注ぐ（Ball2012）。専門職性よりもアカ

ウンタピリテイが帽を利かし（Fullan2011），専門外の「有識者Jが重要な

政策を決定する状況下で， PISAがグローパルに機能する規範となって各国

の教育内容に浸透し（佐藤2015），教育政策や制度を「同型化J(isomorphism) 

していると指摘される（Meyer& Benavot 2013）。

問題は．アセスメントの設計や実施，データの分析についての方法論的な

研究と，その政策活用を分析する研究との繋がりが乏しい上，アセスメント

結果の流通までを視野に入れた研究が領域として成立していない点にある。

これは教育制度の比較研究についても同様で，状況は著しく変化しているに

もかかわらず，研究成果の活用方法を扱う研究は最近始まったばかりである。

これまで，標準化されたアセスメント，教育政策の比較や国際的な影響関係

の問題はそれぞれ個別に議論されてきたが，「新しいパラダイムJ(A叫d&

Morris 2013）への転換が指摘される中では，これらが全体としてどのよう

に機能しているのかを分析する必要がある。

2.本研究の目的と意義

本研究は，国境を越えて教育政策が売買される実態を鑑み．その市場に国

家がアクターとして参入することの構造的な問題（cf.Galtung 1969）を指

摘することを目的とするロ

新自由主義的改草を批判する研究者たちは，グローパル化を国民国家の後

退と捉える。たとえば， Fraser(2013）はフェミニズム運動の変還を分析す

る中で，冷戦後に多国籍企業や超国家・国際的組織が勃興し，グローバル経

済の進展や地球規模の課題（地球温暖化，国際テロ，難民など）が認識され

たことで国民国家が代表性を持たなくなったと指摘する。リンガードはこの

論を教育にひきつけ，グローパル化の中で国家が多くの機能や能力（政策研

究や職能開発など）を放棄（givenup）したり，民間にアウトソースしたり

したと述べているヘ Lawn(201~）はこれを「システムなきシステム

(systemless system) Jと呼ぴ，教育産業が教育政策の分野に参入する機会
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を開いたと批判す．る。

しかし，一連の変化は国家の後退を招いただけではなく，国家に新しい立

場を与え，逆に役割の拡大をもたらしている面もある。 Ball(2012）は民間

セクターが教育分野に参入したことで政治過程と政治コミュニテイの様態が

変化し，ネットワークガパナンスの新しい形が組成したと指摘し，これらを

広く「グローパルな教育政策Jと呼んでいる。本稿では， Ball (2012）およ

びRizvi& Lingard (2010）が指す「グローバルな教育政策Jが教員研修の
請負やコンサルテイング事業等を通じて流通する「グローパル教育政策市

場」に先進国の政府系教育研究機関がアクターとして積極的に参入している

ことを指摘する。加えて，教育成呆と経済資源との交換を通じた先進国と途

上国との非対称な関係がGramsci(1975=2013）の用語における「ヘゲモ

ニー」を生んでいる問題を指摘する。

この現象の背景には，小さな政府を目指す規制緩和の流れの中で各国が取

り組んだ公的機関の民営化がある。かつて国家によって提供されていた公教

育事業の一部は選挙民への説明責任のない民間へと移った。民間は公的サー

ピスをアウトソースされたことで（e.g.Burch 2009）公的なものを収益可能

な市場に変えようとしてきた（Au& Ferrare 2015）。ハーヴェイは新自由

主義的な資本の動きを「強奪による蓄積J(Harvery 2004 : p.7 4）と呼ぴ，

公がそのアセットを奪われ，裕福なエリートによって機能的に蓄積されてい

ると指摘する。

本稿では，国際市場においてアクターの一部となった国家の活動を具体的

に検討するために， 4カ国の教育研究所を事例に取り上げる。オーストラリ

ア教育研究所（AustralianCouncil for Educational Research. ACER），オラ

ンダ政府教育評価機構（Centraalinstituut voor toetsontwikkeling, Ciぬ），

ドイツ国際教育研究所（DeutscheInstitut飴rInternationale Padagogische 

Forschung, DIPF）はいずれもPISA運営の中心的機関であり．大規模国際

アセスメントを用いた国際市場開拓の先導的な役割を担っている。また，

PISAでの好成績を背景に，中央政府との緊密な連携の下で教育コンサルテイ

ング事業を進めるシンガポール国立教育研究所（NationalInstitute of 
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Education, NIE）も取り上げる。これらは， 2012年から2015年にかけて行っ

た各機関職員への聞き取り調査において．競合とみなす他機関について尋ね

た際に挙げられたもので，主要な市場参加者とみなすことができる。

3.「グローバル教育政策市場」における教育研究所の動向

本節では， 4カ国の政府系教育研究機関のPISAにおける各国代表として

の立場，各国政府との関係，組織の概要，国際的な市場に参入した時期とそ

の背景，対象とする園や地域，・市場開拓の戦略等を概観する。

3戸1.オーストラリア教育研究所（ACER)

ACERはPISA国際コンソーシアムの代表機関として運営の中心的な役割

を担っているほか，圏内調査の実施も担当するなど オーストラリアを代表

する教育研究所である。 ACERは1930年に設置された非営利組織で，政府か

らの直接的な財政支援は受けていない。収入は研究やプロジェクト，サーピ

ス契約によって得ているが，この中には政府から受託したプロジェクトも多

数含まれる。また， 1998年まで所長を務めていたBarryMcGawは1998年か

ら2005年までOECDの教育局長を務め，その後はオーストラリアカリキュラ

ム評価報告機関（ACARA）の理事長に就任したtsJoACARAは教育雇用省

が管轄する国の行政機関で（6）’ ACERはACARAからナショナル・アセスメ

ントの実施を受託していることからも，実質的に政府機能の一部を担ってい

るといえる。メルボルン，アデレード，プリスペン，パース．シドニーの圏

内事業所のほかにドパイ，ジャカルタ，ロンドン，ニューデリーに海外支所

を持ち，約380人の職員が働いている。 2012年度の年次報告書の中で，サウ

ジアラピア，アラブ首長国連邦，バングラデシュ，ジンパプエ，スペイン，

コロンピア，ニュージーランド，商アフリカ等で主にアセスメントに関する

コンサルテイング セミナー．調査研究を行ったと記している（ACER

2014）。これ以外にも， McGuckian(2014）はチリ，ポルトガJv，－ パキスタ

ン，メキシコ，エチオピア，インドとアルメニアにおけるナショナル・アセ
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スメントのレビューとモニタリングシステムの開発に携わっていると述べて

いる。加えて，オーストラリア政府の支援による国際プログラムとして，ソ

ロモン諸島，サモア，パプアニューギニアの政府を支援している他， ACER

財団を通じてベトナムの支援も行っているという。それぞれの案件の規模は

定かではないが，たとえば， 2004年にアラプ首長国連邦の教育省とテスト開

発の案件として「数百万ドルJの契約を結んだと公表していることからも(7),

巨額の案件も含まれると見られる。また，アラプ首長国連邦では2014年9月

にも現地の犬学との問でアセスメントと評価，専門性開発の分野での協働に

向けた戦略的パートナーシップを締結するなど，対象を教育機関単位にまで

広げている。

3-2.オランダ政府教育評価機構｛Cito)

CitoはアメリカのEduca世onalTesting ~ervice (ETS）からアイデアを得

て民間研究所として立ち上がったが， 1968年に政府が財源を投入し，公的な

中央研究所として組織された。 1999年に民営化され現在では約700人の職

員が働いている。 PISAでは国際コンソーシアムに参加し アイテム開発を

中心に枢要な役割を担っている。 Citoは1976年から初等学校終了時の全国共

通学力試験（Citoテスト）を提供している。 2014年度からは初等学校におい

て生徒のモニタリングシステムの導入と中央最終試験の実施が法的に義務付

けられたへ学校は提供者を自由に選択できるが，前者については約97%,

後者については約85%の学校がCi旬のサーピスを利用しており（Scheerens

et al. 2012，奥村2013,Nusche et al. 2014），実質的に政府を補完する役割を

果たしている。 Citoは民営化と同時に国際的なプロジェクトを開始し， 2004

年にはドイツ，アメリカ， トルコに支所を設置し，国際的な市場の開拓に乗

り出しているヘ Citoはアセスメント，カリキユラム開発，教育のイノベー

ション，研究，研修の5分野でコンサルテイング案件を受注しており，これ

までの対象国はアゼルパイジャン，チェコ，ジョージア．ギリシャ，ハンガ

リー，マケドニア，マレーシア，モルドパ，ルーマニア，ロシア，スロベニ

ア，南アフリカ，タンザニア等となっている。対象は政府機関が多いが，省
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庁に限らない帥。資金の出所は世界銀行などの第三者が多いことが特徴で，

その多くがEducationfor All (EF A）関連プロジェクトとみられるoロシア

を対象とした案件を例にとると， Ci加は2003年から2005年にかけて連邦教育

省に対してサービスを提供している。その内容は，アイテム・パンク運用の

効率的で最適なアプローチを提案するコンザルテーションで，ナショナル・

テストの質の向上のために出題アイテムの校正支援，テストデータの分析な

どを行ったへ

3-3. ドイツ国際教育研究所｛DIPF)

ドイツでは， DIPFがアセスメント等のノウハウを用いた国際的なコンサ

ルテイング事業を展開している師。 DIPFはコンピュータベースのアセスメ

ントシステム開発に強みがあり， PISAの国際コンソーシアムに参加してい

る。 DIPFは1951年に米国ドイツ軍政庁，ヘッセン州政府およびフランクフ

ルト市によって設立され， 1977年以降は連邦政府と州政府が運営に加わって

いる。 1990年以降はライブニッツ協会の一員となり， ドイツの対外的な教育

研究で中心的な役割を果たしている。このような歴史的背景から， DIPFは

運営費の3分の1ずつを連邦政府と州政府からそれぞれ受け，残りを国内外

の研究費から賄っている。 DIPF自体は非営利組織として活動しているが，

2012年には外郭企業として営利目的のTBA21を立ち上げたへ

TBA21の前身は， PISA2009の国際コンソーシアムで質問紙調査の開発に

参加したグループである。この前後で， ドイツ圏内のPISAショック対応に

関わっていた職員数人が国際的なレベルでも深く関わるようになったo また，

国際成人力調査（Programmefor the International Assessment of Ad叫t

Competencies, PIAAC）に関して国立科学財団を拠点に7年間の優先研究

プログラムを行っていたことから，これらの戦略投資を活用して国際的な市

場開拓を計画した。しかし DIPFは法的には企業の形態をとっていないた

め，アセスメントの提供に特化した民間企業が必要になった。そこでDIPF

はライプニッツ協会のコンサルテイングを受けて，株式の25%を保有し，職

員を出向させる形でTBA21を設立した”。
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TBA21はスウェーデン ハンガリー（プダペストとセゲドの2ヵ所），

ニュージーランド，〆ロサンゼルスに子会社や支店をもち，テクノロジーを用

いたアセスメントの開発や運用に関するノウハウを提供している。

3-4.シンガポール国立教育研究所（NIE)

NIEはシンガポールの教員養成および研修を一括して担う独立機関で，商

洋工科大学内に設置された国立教育研究所である。 NIEの評議会は，委員長

および副委員長を教育省事務次官等が占める。 NIEでは研究成果を収制じす

るために， 2009年に営利企業NIEInternational P也 Ltd(NIEi)を設立した。

NIE！を立ち上げたのは， NIE所長とGohChor Boon博士である。 2人は2003

年からExternalProgramme O盤ce(EPO）と呼ばれる組織の下でコンサル

ティング事業を始め，これがNIEIの前身となった。 NIEがEPO事業を始め

た当時，すでにACER等複数の競争相手が存在したが， 2人はシンガポール

圏内ではNIEがシンガポールの教育輸出ビジネスにおける唯一の存在だと認

識していた。

NIEIは現在，シンガポールの多民族，多宗教的性格と，中東諸国との繋

がりを活かして．パーレーンやアラプ首長国連邦，ザウジアラビア，カター

Jレ，クウエ｝ト，オマーン， ASEAN諸国などの教育改革コンサルテイング

を行い，年間約920万SGDを売り上げている。

NIE！では，コンサルティングをする時，常に国益を考えているというロ

そのため，海外へ出かける時には自国企業の同行を試みる。たとえば，職業

訓練の依頼が来た時には， NIEでは職業訓練を行っていないため，シンガ

ポールのポリテクニックを伴って出かけるという。これをNIEiは「シンガ

ポール教育の世界に向けた国際化jと呼んでいる。 NIEIの総経理はインタ

ピューの中で， NIEiを「セールスマンjとたとえ，「実際には教育の専門的

知識を世界に輸出するために作られたJと述べている叱

NIEIはアカデミックスタッフを配置せず，案件ごとにNIEの研究者をコン

サルタントとして派遣している。教師教育やスクールリーダーシップの育成

といったサーピスには世界中から引き合いがあるといい，他にアセスメント，
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教育心理学，学校風土研究の分野で研修事業を展開している。 NIE！に接触

する多くの国は，シンガポールが短期間でどうやって成功したのかを知りた

がっているという。 NIEiの総経理は「PISAでの好成績が私たちの強みだ」

と述べる。 NIE！は定型的な商品は用意せず，それぞれの案件に応じてカス

タマイズしたプログラムを提供している。

具体的なコンサルテイング業務の進め方としては，たとえば中東からカリ

キユラム開発の案件を受注する場合，まずNIE！の職員がその園を訪れ，教

育制度等を診断する。そして，制度の弱点等を分析し報告書を作成する。

その後，その固に必要な支援を3週間程度の教員向け研修コースとして提案

し，顧客と相談しながら細かなカリキュラムを企画するという。そして，

コースを終えた研修参加者にはNIEが発行する修了証を与えている。

4.分析と考察

本節では，上記の事例をもとに， 4機関が輸出相手とする国の地理的な棲

み分けと競合を指摘し，輸出国側と輸入国側の多国間関係の構造的問題につ

いて分析するロ

牛1.rグローバル教育政策市場jの勃興
4つの政府系教育研究機関に共通して見られることは．いずれも国の代表

的な研究機関であり 政府のリソースが投入されているということである。

そして，中東，アジア，東欧，アフリカの諸国の政府に対して教育政策，ア

セスメント，教員研修に関するコンサルティングやサーピス提供を有償で

行っている白このことから，これらの機関は，民間企業と同様にグローパル

教育政策市場におけるアクターであると言える。

ただし，その性格には幅がある。例えば，営利的な活動の度合いにおいて

は， DIPFのように非営利的活動を主としており営利目的の団体は小規模に

留めているところや， CitoのようにEFAに関連づけた教育援助の性格が強い

活動が多いところもある一方で， NIE！のように明確に教育の輸出と収益化
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をうたっているところまである。

牛2.対象地域の棲み分けと競合

図1には， ACER. Cito, DIPF, NIEiが行っている国際的なコンサルテイ

ング事業の対象地域を示した。これを見ると， Citoは東欧やロシア周辺で事

業を展開し， NIEIは東南アジアと中東に進出するなど，地域別の大まかな

棲み分けあることが分かる。 ACERやCitoは国際機関等の第三者から開発援

助資金を受けてサービスを提供しており， EFA等の資金は2国間関係が多

、いことが棲み分けの生じる一因と考えられる。

命AC割分CITO舎DI開業：NIEi

図1 国境を越えた教育コンサルテイング事業の対象地域

この市場では，取り上げた4つの機関以外にも， Pe紅son社をはじめとす

る民間営利企業やETSをはじめとする民間非営利団体やコンサルテイング

企業，ロンドン大学教育研究所（Instituteof Education. University of 

London: IOE）等の高等教育機関も同様の政策コンサルティングを行ってい
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る。 IOEはイエメンにおいて学校教育の普及支援を行っている他，ブルガリ

アでもコンサルテーションを行っている倒。地理的にはIOEが対象とするプ

γ ルガリアを取り囲むようにCitoが周辺国を対象とするなど，アクター聞で対

象国の棲み分けをしている様子が分かる。

一方で，中東やインド， ASEAN等の一部地域においては複数のアクター

の競合が見られる。上述のACERのアラプ首長国連邦の案件を見ると，一部

の中東諸国では巨費を投じて海外からのコンサルテイングサービスを購入し

ており，そのような地域では案件に応じて複数の研究機関と契約を結んでい

るものとみられる。

4-3.「グローバル教育政策市場Jを通じたヘゲモニーの形成

図2は縦軸に経済的な指標として2012年の国民一人当たりの国内総生産を，

横軸に学力の指標としてPI~A2012の数学のスコアをとり，「グローバル教育

政策市場Jにおける輸出国と輸入国の位置をプロットしたものである。これ

を見ると，オーストラリア，オランダ． ドイツ，シンガポールの4カ国はグ

ラフの右上に位置し．経済的にも学力的にも有利な立場にある。一方で，輸

入国は外れ値のカタールを除く大多数がグラフの左下に位置し，経済的にも

学力的にも不利な位置にある。

~100000 
コ
告80000
匂

~ 60000 1 -

罰 則SA非参加国
下 4000伽子一ー
I ＇，・－ I-._ 

出〆~＼
哩2oiioo平一寺町・ー
砕き、ぬ~
C¥I zでシ，＿＿品ぷ

員＼おg.~.... -~,0.Q. ---i,Sg,，♂勧 550 旬。

PISA2012数学の得点

(OECD (2014）及びh伽 nationalMonetary Fund （却15）より筆者作成）

図2 fグローバル教育政策市場j参加国の経済および学力の状況
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政策借用（policyborrowing）および移植（transplant）と教育政策の売

買を対比すると，前者には受け入れ側を主体として，受け入れ側の事情や理

由から進められてきた経緯がある（竹熊2016）。また，無償あるいは第三者

からの資金提供によって行われる場合，受け入れ側の教育レベルが底上げさ

れ，世界的な格差是正に効果が期待できる。さらに， OECDがPISAの影響

力の浸透や拡大を通じて「結呆としてのグローパル・ガパナンス」（二宮他

2009）の出現を招いたととらえる場合，諸アクター聞の動機は「国家主体だ

けでは解決することができないグローバルな問題群を グローバル市場やグ

ローパル市民社会における非国家主体とともに協調的に対処するための規範

を再構成し，制度を再構築するJ（毛利2002:pp.4-5）ことにある。 OECDは

PISAの意義について，「教育のグローパル化とともに世界各国の教育を共通

の枠組みに基づいて比較する必要性が認識されるようになった」（国立教育

政策研究所2013:p.52）として，送り出し側，受け入れ側を並列にした共通の

枠組みの開発を構想している。

一方で，「グローバル教育政策市場jにおける4カ国の教育研究所の動向

は，売り手のより積極的な態度が特徴的である。輸出国側と輸入国側の関係

を見ると，学力の優位な国が教育政策上のノウハウを提供する見返りとして，

経済的に不利な国に対価を要求する構造になっており，教育成果と経済資源

の交換が行われている。この交換は，一面では，市場メカニズムに従うこと

で，諸アクター聞が需給関係に基づく合理的な選択を行い，合意形成がなさ

れることが期待される。しかし，輸入国の多くはOECD非加盟国であること

からPISAGoverning Boardに参加しておらず，アセスメントの枠組み作り

やコンピテンシーの選択と定義．教育成果の価値付け等に影響を与えること

ができない。すなわち，取引される財（教育成呆）が輸出国側によって一方

的に値付けされており，需給調整のルールが不公正な状態になっている。こ

れによって，すでに有利な立場にある国の優位がさらに固定的になる恐れが

ある。

この非対称な関係は， Gramsci(1975=2013）が「知識人層と非知識人層

のあいだに，統治者と被統治者のあいだに，エリートとその追随者とのあい
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だに，指導者と被指導者とのあいだに，前衛と本体とのあいだに働J(p.76) 

き，「あらゆる関係は必然的に教育的関係であり，ある一国の内部において，

その国民を構成する諸勢力のあいだのみではなく，世界的領域において一国

の文明と諸大陸の文明とのあいだにおいても実現されるJ(p.76）と指摘す

る「ヘゲモニー」のー形態といえるだろう。さらに，アリギが「優位に立つ

国家が自国の利益だけでなく．被支配国も利益が得られるような方向に国家

システム全体を指導するとき，本当のヘゲモニーが生まれJ，「ヘゲモニー国

家の権力は，優位性に含まれた意味での強制ではなく，強制と同意（consent)

の混合，つまり被支配国自身による自発的な支配の受容に依拠しているJ
（傍点は原文ママ）（アリギ＝秋田2012:p.317）と述べることに照らすと，先

進国側が作ったアセスメントの枠組みを途上国側に強制しつつも，市場によ

る需給関係に基づいて途上国の同意を得るという自発的支配の構造によって，

「本当のヘゲモニー」が成り立っていると分析できる。

「グローバル教育政策市場」においてサービスの価値を判断する上でPISA

等の大規模国際アセスメントは重要な要素となっている。大規模国際アセス

メントへの低・中所得園の参加は1970年代以降増え続けており，その増加は

先進国の技術的，財政的支援によって促されていると指摘される（Lockheed

2013）。たとえば， OECDはPISAfor Developmentプロジェクトを通じてエ

クアドル，グアテマラ，セネガJレ，ザンピア，コロンピア，パラグアイの各

国に対して，エピデンスに基づく政策立案を支援する目的でPISAの導入支

援を行っている冊。 ACERやCito,DIPFの国際的なコンサルテイングサーピ

スもアセスメントの開発や運営のノウハウの提供を通じて大規模国際アセス

メントへの途上国の参加を促進しているといえる。また 国際アセスメント

の増加は途上国でのナショナル・テストの普及を促す側面があり，それらの

新規参入国は国際機関の政策により依存する傾向が指摘されている

(Kamens & Benavot 2011）。 PISAの「共通の枠組み JやPISAfor 
Development』こ見る「エピデンスに基づく政策立案」といった概念の普及が

オランダやオーストラリア，シンガポールといった国々の優位性にエピデン

スを与えており，市場開拓の道具となっている点も指摘できる。
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5.おわりに

本稿では， 4カ国の政府系教育研究機関を事例に， fグローパル教育政策

市場jが勃興している実態を明らかにした。また，先進国による途上国を対

象とした政策コンザルテイングにおいては，市場を成り立たせている重要な

要素に， PISAをはじめとする大規模国際的アセスメントがあることを指摘

した。さらに，先進国から途上国への国際的なコンサルテイングサービスの

提供を通じて．教育におけるヘゲモニーが生じていることを指摘した。

教育政策の売買は，本稿で取り上げた教育研究所を主体とする事例以外に

も見られる。たとえばフィンランドは教育文化省が2010年ごろからフイラン

ド教育の輸出戦略を策定し（TheMinistry of Education and Culture 2010), 

カタールやアプダピにフイランド式学校を設置し．フィンランド人教員を派

遺している。日本でも文部科学省がカイロに事務所を設置し，「日本式教育J

の輸出に向けた取り組みを始めると報じられるなど，教育輸出の具体化が進

められている開。本稿で取り上げた4機関およびフィンランドの事例では，

外郭組織や独立法人等の立場を利用して，形式的には中央政府と直接の関係

を持たない形で対外戦略を展開している。しかし，財源や組織の成り立ち，

あるいは国を代表する公的機関という立場から，実質的には政府を補完して

いる。新しいガパナンス体制下で政府と民間との関係が注目されるが．今後，

アクターとしての政府の在り方も関われるべきだろう。その際に，輸出国側

の政府には，公共的活動としての教育と経済的資源としての教育，さらには

ヘゲモニー装置としての教育を整理し，市場の公正さを確保するというガパ

ナンス上の課題が突き付けられている。

本稿では「グローパル教育政策市場」をめぐる研究の端緒にしか触れられ

ていない。特に，グローパル化の進展によってガパナンス体制が変遷する中

で，国家が「グローバル教育政策市場Jに参入することの倫理的問題や，そ

れによるガパメントの変容，輸出国と輸入国とのこ国間関係，輸入国側の動

機と成果の解明等，研究上の多くの課題が残されている。本研究を踏まえて，
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この領域の研究がさらに進展することが望まれる。 （信州大学）

【謝辞】本研究はJSPS科研費JP16K13521,JP16H05960, JP26780454の助成を

受けたものです。
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に必要な教員給与の総額と全生徒分のコンピュータを購入する費用を算出する。
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政策手段を比較する研究（cfYeh, S. S. (2011) The Cost-Effectiveness of 22 

Approaches for Raising Student Achievement, Information Age Publishing, Inc.）も
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'EDUCATIONAL HEGEMONY' IN THE GLOBAL 

EDUCATION POLICY MARKET-AN ANALYSIS OF 

THE OUTBOUND STRATEGY ADOPTED BY FOUR 

NATIONAL EDUCATION RESEARCH INSTITUTES 

Kampei HAYASHI, Shinshu University 

(Bull. of the Japan Educational Administration Society 

No.42,201丘.pp.147・163)

The current scenario in the educational field has seen major changes 

impacted by globalization in which educational policies are bought and 

sold across national borders with nation states joining this market as 

actors. The purpose of也isstudy is to point out也es甘ucturalproblems 

inherent in the reality of the global education policy market. 

Researchers who criticize neoliberal reform consider globalization as a 

back down of nation states. However, changes through globalization have 

brought forth a new position for nation states in which they have partly 

expanded their functions. Ball (2012) points out that ever since the 

private sector made i也forayin the educational field, the mode of political 

processes and community has changed, and a new form of 'network 

governance’has emerged. He termed this the ・global education policy' 

(see also Rizvi & Lingard 2010). The focus of this research is on the 

government-affiliated educational research institutes of developed 

countries that are active participants in this global education policy 

market' as actors by contracting work in teacher training and consulting. 

Four institutes were chosen to study the concrete activities of the 

nation state in the international market. The Australian Council for 

Educational Research (ACER), Central Institute for Test Development 

(Cito). and the German Institute for International Education Research 

(DIPF) emerged as the leading institutions that have e玄pandedtheir 

business to the international market as per a large-scale assessment, and 
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they play a central role in the operation of PISA. In Singapore, which 

exhibited a high score in PISA，出eNational Institute of Education (NIE) 

and its private arm, NIE International Pte Lte (NIE!), carry out 

educational consulting in close coordination with the central government 

Through these four cases, it is. apparent that a 'global education 

policy market' is on the rise. The relationship between the countries 

o旺eringexpertise and the countries at a disadvantage is based on the 

exchange of educational performance and economic resources; countries 

that have the advel;ntages of educational performance impart their 

e玄pertisein educational policy while the economically disadvantaged 

nations pay for this know-how by using their economic resources. This 

exchange is understood super畳dallyas following the market mechanism. 

The choice is made according to the rational supply-demand relationship 

and both sides訂eexpected to agree on fair terms. However, most of也e

countries seeking this e玄pertisein由efield of education訂enon-members 

of the OECD, and they have no seats on the PISA Governing Board. 

Therefore, they have no influence on the selection, definition, value setting, 

and frameworks of the assessment. The e~ucational performance is 

unilaterally priced by the countries offering出eirknowledge in the field 

and therefore the rules for balancing supply and demand are biased. 

Hence, this kind of trade can possibly result in the status quo being 

maintained, wherein the privileged countries continue to be at an 

advantage and dominate while the disadvantaged remain submissive. 

This asymmetric relationship is a kind of 'Hegemony' ( Gramsci 

1975). Furthermore, 'Educational Hegemony' has come into being 

through the supply of consulting services from developed countries to 

developing countries. 
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